　　　　　　　　塩尻市ケアマネジメントに関する基本方針
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３１年（２０１９年）４月

塩尻市健康福祉事業部長寿課
　
本市では、介護保険法の基本理念に基づき、高齢者の自立支援、重度化防止及び生活の質の向上を目指す観点でケアマネジメントを行うものとすることを、市と介護支援専門員及び地域包括支援センター職員とで共有し、ケアマネジメントの質を向上し、よりよい介護保険制度の運営を図るため、「塩尻市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例」第２条及び「塩尻市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例」第２条を柱として、塩尻市ケアマネジメントに関する基本方針を定める。
１　尊厳の保持と自立した日常生活を営むための支援
　介護保険法の目的は、「高齢者の尊厳を保持し、高齢者の有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるように給付を行うことにより国民の保健医療の向上及び

福祉の増進を図ること」であり、また、その実現に向けては「高齢者自らも加齢に伴う
心身の変化を自覚し健康の保持増進に努めること」などが国民の努力及び義務として同

法に定められている。これらを踏まえ、ケアマネジメントは、可能な限り利用者が居宅
において自立した日常生活を営めるように利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者

の立場に立って提供しなければならない。また、利用者の自立心や意欲を損なわないよ
うに利用者の選択に基づき、利用者の心身の状況や置かれている環境を勘案して、自立
に向けた目標を設定し、適切な支援が提供されるように配慮して行わなければならない。
２　公正・中立性への配慮
　ケアマネジメントの提供にあたり、常に利用者の立場に立ち、利用者に提供されるサ
ービス等が特定の種類又は特定のサービス事業者等に不当に偏ることのないように、公
正中立に行わなければならない。
３　多職種との連携・協働

　利用者等の様々な課題を介護支援専門員等のみで抱えず、多くの関係機関や専門職と
の連携により、各職種の判断や意見を把握し、多職種との協働によりケアマネジメント
の質の向上に努めなければならない。
４　地域資源の活用
　介護保険のサービスはもとより、地域住民のつながりや住民主体の自主活動、ボラン
ティア団体並びに企業等の生活関連サービスなど様々な社会資源を生かし、利用者の自
立した日常生活を支援するものとする。
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